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損害軽減義務について
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仲裁において最も適用される原則の 1つである 3。
　日本民法には損害軽減義務を定める明文規定はないが、国際ルールである CISG（United 


























（一）大阪地裁大正 6年 3月 26 日判決 9
（1）事実
　Xは大正 4年 9月 21 日 Aとの間に牛脂を代金 4468 円 80 銭とし、物品の納入は、大正 4年 10
月 30 日、同年 11 月 30 日、同年 12 月 25 日、大正 5年 1月 20 日、同年 2月 20 日の 5回に分けて
納付し、Aは品質が適当であることを検査した上でこれを受領し代金の支払いをすること、Xは
右契約の保証として公債証書をAに預け入れ、かつXが右牛脂怠納の際は未納品に対する代金の
5百分の 1を延滞日数 1日毎に違約金として Aに支払うものとし、Xが右契約を一部もしくは全
部履行しないときには Aは右契約を解除し、前記公債証書は没収され右違約金の支払いをする旨
を約して売買契約を締結し、同日 Xは公債証書を Aに預け入れた。そこで Xは大正 4年 10 月 5
日 Yに対し前記 Aとの契約を開示しその定めるところにより X名義で Yより直接 Aに右牛脂を
納付し、代金は Aの検査を経て納付済みとなった量に応じて Xより支払う契約をした。その後 Y
は第 1回から 4回までの分を約束に従い検査を経て納付をし、Xはその都度代金を支払ったが、
第 5回目の分として Yが大正 5年 2月 18、19 日頃に提供した牛脂は検査に合格しなかったため
Yに返付された。Yは即時適当な代品を納付すべきであるのにその納付をしなかったので、Xは
大正 5年 3月 31日および同年 4月 19日に Yに履行の催告をしたが納付されなかった。Xは Aよ
り大正5年 5月 24日不履行部分について契約解除され右公債証書は没収となり、かつ違約金の請
求を受けた。Xは同年 6月 14日にその支払いをし、右公債証書の没収および違約金の支払いのた
め生じた損害は Yの債務不履行によって生じたものとして Xは大正 5年 6月 16 日 Yの債務不履
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（二）最高裁平成 21 年 1 月 19 日判決 10
（1）事実
　Xは、カラオケ店などの経営を業とする株式会社である。Y1 は、中小企業等協同組合法に基づ
いて設立された事業協同組合であり、昭和 42 年 10 月 1 日、本件ビルを建築し、その所有権を取
得した。Y1 は、平成 8年 8月 31 日、総会の決議により解散し、その代表理事であった Y2 が Y1 の
清算人に就任した。
　Y1 は、Xに対し、平成 4年 3 月 5 日、期間を平成 5年 3 月 4 日まで、賃料を月額 20 万円、使
用目的を店舗として、本件ビルの地下1階にある本件店舗部分を貸し渡した。本件賃貸借契約は、








　Y1 は、平成 9年 2月 18 日付け書面をもって、Xに対し、本件ビルの老朽化等を理由として、本
件賃貸借契約を解除し、明渡しを求める旨の意思表示をした。























いものとは考えられないし、前記事実関係によれば、Xは、平成 9年 5月 27 日に、本件事故によ












　国際物品売買契約に関する国際連合条約（United Nations Convention on Contracts for the 
International Sale of Goods（CISG））は、1964 年の国際物品売買契約の成立についての統一法
（Uniform Law on the Formation of Contracts for the International Sale of Goods（ULF））およ
び国際物品売買についての統一法（Uniform Law on the International Sale of Goods （ULIS））
を基礎に国際連合国際商取引法委員会（United Nations Commission on International Trade 






















































（一）1992 年 9 月 22 日ハム高等裁判所判決 27
（1）事実
　1989 年 8 月ドイツの買主とイタリアの売主は 200 トンの冷凍ベーコンの売買契約を締結した。
売主は 10 回に分けて供給することになっていた。売主は 4回分の 83.4 トンを引き渡し、買主は










には契約書により自らの費用でそうする義務はない。売主は、1989 年 10 月 13 日のファクスで、
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4 回目の引渡し後 1キログラムにつき 0.14 マルクの追加費用で個々にベーコンを包装することを
提案しており、そのため売主は CISG77 条の義務を果たしたとした。
（二）1994 年 1 月 14 日デュッセルドルフ高等裁判所判決 28
（1）事実
　1992 年 3 月 31 日にドイツの買主はイタリアの売主に 140 足の靴を注文した。売主は靴を製造
したが、以前の送り状に関する支払に不履行があったため、売主は購入価格の支払いのための保
証を受け取ることなく靴を発送することは不本意であった。そのため、売主は、1992 年 7 月 9 日
に、1992 年 7 月 16 日までに支払いに対する適切な保証を提供しない場合、契約を解除する旨の
通知をした。しかし買主は保証を提供しなかったため、売主は、1992年 8月 5日に契約解除した。
製造された靴に関して、売主は 1992 年 9 月 16 日にM社に 21 足を 255,000 リラ（売主と買主が
当初合意していた価格）で販売し、109 足を買主との契約で合意された価格より安い 1足につき






















（三）1995 年 2 月 8 日ミュンヘン高等裁判所判決 29
（1）事実
　1992 年 3 月 9 日ドイツの売主とイタリアの買主は BMW 3 シリーズ 11 台の売買契約を締結し
た。商品価格は 419,587.69 マルクで合意した。契約により買主は銀行保証を提供しなければなら
なかった。1992 年 3 月 18 日に、イタリアの銀行が 55,000 マルクまで銀行保証を認めた。売主は
販売した自動車の詳細と履行の詳細を買主に知らせた。1992年 4月 14日の手紙で自動車は 7月、
8月、9月または 10 月に引き渡されるものとされた。これに対して買主は 7月または 8月そして
遅くとも 8月 15 日までに引き渡されるものと修正して返信した。売主は、1992 年 8 月 18 日の手
紙で、5台の自動車を買主に引渡す準備ができたと買主に知らせた。1992 年 10 月 8 日、売主は買
主に 6台の自動車の引き渡しの準備ができ、注文された自動車の残りは数日のうちに引渡し可能
になるとの通知をした。1992 年 10 月 8 日の手紙に答えて、買主はイタリアの通貨（イタリアリ
ラ）とドイツの通貨（ドイツマルク）の間の為替レートの大きな変動を知らせ、売主に供給元と









利用可能にしたときに、売主は CISG31 条の下でそのすべての義務を果たした。CISG53 条によ
れば、買主は自動車を取りに行き、受け取り、購入価格を支払わなければならなかった。売主が
その契約上の義務に従って販売した自動車を提供した後、合理的期間内に買主が自動車を受け取




定の契約上の権利の実現である。売主は1992年 10月 23日の手紙の受領後 CISG61条 1項 a号に
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従って買主に対してその権利を実行しなかったため、売主は被った損害を軽減するこの義務に違
反したとした。
（四）1996 年 2 月 6 日オーストリア最高裁判所判決 30
（1）事実
　1990 年 9 月 26 日に買主のマネージャーと売主の執行社員が準備交渉に入った。その話合いの




ない。1990 年 10 月 8 日に関係者間のさらなる交渉がシュトゥットガルトで行なわれた。この話
合いにおいて、サウジアラビアとの取引の基礎としての包括協定の草案が概ね合意された。この
包括協定は通常インコタームズの下で行なわれている日常の契約に適用されないことになってい





























ジュエリーを生産し、売主は、19,331.85 マルクおよび 13,155.45 マルクの請求書を送った。1997
年 11 月 14 日の手紙で、売主は買主に支払期限を再通知し、商品の出荷準備ができていて、取消
不能な支払金を受け取り次第発送する旨知らせた。1997 年 11 月 17 日の第二の再通知の手紙で、
売主は 1997 年 11 月 26 日まで購入価格の支払期限を延長した。1997 年 12 月 3 日に、買主は 2つ
の請求書の金額の小切手を売主に送った。売主の銀行は資金不足のため換金を拒絶した。1997年
12 月 22 日の手紙で、売主はこのことを買主に知らせて、結果として商品を出荷することができ










　CISG63 条 1 項により売主は買主による履行のため付加期間を定めることができる。売主が定
めた付加期間内に買主が代金支払義務または物品の引渡の受領義務を履行しない場合、売主は
CISG64 条 1 項 b号により契約の解除をすることができる。契約の解除は契約に違反していない
当事者の相手方に対する一方的意思表示によりなされる。CISG49 条 2 項を除けば解除の意思表
示は形式的要件を満たす必要はなく、期間制限もない。解除の意思表示は被害当事者が契約の維
─ 62 ─


























（六）2002 年 12 月 3 日ザンクトガレン商事裁判所判決 32
（1）事実
　イスラエルの買主はスイスの売主に 1995 年初めに織物製造機械を注文した。購入価格は
1,420,000フランだった。売主は1995年 2月 1日にこの注文の確認書を送った。1996年 4月 30日







































































らば合理的な措置といえる 36。前述のウクライナ商工会議所国際商事仲裁廷仲裁判断 37 における
ように、商品の引渡を拒絶する売主に対する再三の商品引渡しの要請は合理的な措置とみること
はできず、買主によって提示された価格情報を有する類似商品の購入が合理的措置となる。ま
た、前述の 1995 年 2 月 8 日ミュンヘン高等裁判所判決 38 におけるように、権利の実現が当事者
の利益に関して合理的ならば、ある特定の契約上の権利の実現が合理的な措置となる。さらに、
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果に対して被害当事者と不履行当事者の双方に責任があると考えるべきと思われる 47。日本民法
418 条が減額処理にあたって基礎とする考え方は同法 416 条の解釈に取り込まれるものと考えら
れる 48。
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